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第二部　労働運動

第二編　労働組合運動

第七章　主要な労働組合の現状

日本自治団体労働組合総連合

　日本自治団体労働組合総連合（自治労連）
　（Federation of All Japan Selfgovernment Organization Wokers Unions)

◇結成　一九四七年一一月一〇日、全公連、都市同盟合体して結成さる

◇所在地　東京都千代円区丸の内都庁内　電話丸の内（23）〇五一一－二〇（内線九七七　九〇

五）一四七一

◇加盟機関　全官公　自治労連

◇組織（一九四九年一〇月現在、第四回臨時大会報告による）

〔県連名〕〔組合員数〕　〔県連名〕〔組合員数〕

　北海道　一四、五〇〇　　　青森　　　三、一〇〇

　秋田　　　三、二八〇　　　山形　　　一、七〇〇

　宮城　　　三、三〇〇　　　岩手　　　二、四三五

　福島　　　三、六〇〇　　　茨城　　　四、一六〇

　栃木　　　二、〇〇〇　　　群馬　　　六、〇〇〇

　埼玉　　　一、五一三　　　東京　　三〇、〇〇〇

　千葉　　　三、一一二　　　神奈川　一二、〇〇〇

　山梨　　　二、〇二五　　　静岡　　　五、八〇〇

　愛知　　一二、〇〇四　　　岐阜　　　三、五〇〇

　三重　　　四、〇三九　　　長野　　　五、〇〇〇

　新潟　　　三、一〇〇　　　石川　　　二、五〇〇

　福井　　　一、七六八　　　富山　　　三、五九七

　大阪　　二一、二八八　　　京都　　　八、八九二

　奈良　　　一、八〇〇　　　滋賀　　　二、五四〇

　兵庫　　一〇、〇〇〇　　　和歌山　　二、二〇〇

　岡山　　　四、二六一　　　広島　　　七、一七一

　山陰　　　四、五一六　　　山口　　　三、五二〇

　高知　　　二、五〇〇　　　香川　　　三、七三九

　愛媛　　　四、三九六　　　徳島　　　二、八六一

　福岡　　　九、〇〇〇　　　大分　　　三、五〇〇

　長崎　　　三、二四五　　　熊本　　　三、二二六

　宮崎　　　二、五〇〇　　　佐賀　　　二、四九六

　鹿児島　　三、一〇〇　　　計　　二四〇、六八四



◇役員

　中央執行委員長　　信近高雄（岡山市職）

　副中央執行委員長　山口　煕（長野市職）

　書記長　　　　　　猪狩則雄（仙台市職）

◇機関紙　「自治労新聞」週刊二九、〇〇〇部

◇四七年一一月地方自治体従業員の統一組織として発足して以来、常に「全官公庁」の一翼とし

て、その方針に同調しつつ運動して来た。特に四九年に入っては五月の定期大会に於て、１生活を

守る、２権利と組織を守る、３地方自治体を破壊から守る、４産業再建と平和を守る等の運動方針を

決定している。しかし、これらの方針に同調しがたいとして四八年八月刷新同志会が生れ、四九年

一〇月の中央委員会を契機に刷同派は「全国自治団体労働組合協議会」結成に向い一一月末結

成大会を開いた。この新自治労協は参加者一二二、〇〇〇名といわれ全自治労連四五県職、二三

三都市職のうち、東京都、七県職、三二市職である。
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